
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

福祉総務課長
菅原　信

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

福祉総務課長
菅原　信

100

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成27年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

3.5 2.6

介護福祉課長
傳　智則

3.3

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2.4

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2.3

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

70 70

福祉総務課長
菅原　信

110

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 74

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

73

610

615 129

126

☑

579 3,860480

30年度の方向性 縮小

615 744 3,612 64

総合評価（課題・方向性）：対象者は
介護保険サービスを受けている方であ
り、各市もほぼ同様であるが、施設入
所者も一部自己負担をしていることも
勘案し、事業内容の在り方を検討す
る。

業務フローに改
善の余地がある

説明：本人に代わり介護事業者の代行申
請が増加している。

480 99

制度改正の
余地がある ☑

736

説明：介護施設への通所者・入所者であ
れば、比較的廉価で理美容を利用できる
が、在宅で介護を受けている方は出張等
を含めた費用が必要となるため、目的を
達成するための妥当性はある。ただし、
自己負担の無い根拠が希薄である。

達成度 1
3,874

効率性

610
3

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

指定
管理

補助
金

（市）東久留米市高齢者訪問理美容助成事業実施要綱

08-03-04

福祉総務課
高齢者福祉係

訪問理美容事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

206

事業
内容
・

活動
手段 190

対象
65歳以上市内在住で、要介護
3以上の者。

理美容組合と業務協定を結ん
だうえで、申請により年2回
利用の券を交付し、在宅で介
護を受けている方に対し自宅
訪問のうえ理美容を行う。

利用券交
付数(枚) 利用者数

(人)

対象 外部評価

小平市

全部
委託

一部
委託

西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

150

高齢者の在宅生活を支援する
ことが目的。
在宅で介護を受けている方の
生活環境を向上させ、衛生面
を向上させることを意図して
いる。

目的
・

意図

08-03-03

介護福祉課
地域ケア係

高齢者みまもり
ネットワーク構築
事業

外部評価

4,776

目的
・

意図

9,648

13,121

495 4,776 1,887 943 127

4,776 1,887 943

根拠
法令
等

行政
補完的

政策的

小平市 西東京市

 直営
（委託無）

一人暮らし高齢者等が住み慣
れた地域で安心した生活を継
続できるよう見守りを行う。

財政健全経営計画
実行プラン

5 5

終期

対象

1,003 943 0

事業
内容
・

活動
手段

（国）介護保険法第115条の45第3項（地域支援事業の任意事業）
（市）みまもりネットワーク事業実施要綱

65歳以上の一人暮らし高齢
者・高齢者のみ世帯及び見守
りを必要とする高齢者

一人暮らし高齢者等が住み慣
れた地域で安心した生活を継
続できるよう平成15年12月か
らみまもりネットワーク事業
を実施

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

4,776

4,776

上乗せ

該当
給付
事業

廃止予定
の有無

説明：他のサービスと重複している部分
があり、今後の新規申請にあたり、介護
認定を受けて他のサービスを受けている
方を対象外とするように改善を図る予定
である。

総合評価（課題・方向性）：新規申請
の対象者に絞りをかける予定とする。

3

みまもり
協力員の
活動回数
（回）

みまもり
を行った
回数/みま
もりを必
要として
いる人数
（％）

320

364 943 01,887 943 1,003

1,003 943 14,9250 4,776

30年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：高齢化の
進行に伴い、対象者の増加が見込まれ
ることに加え、社会的な背景もあるこ
とから、自主的ではあるものの、継続
が望まれる事業である。
今後、利用者の増加に向けた取り組み
も検討していく必要がある。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

達成度

説明：みまもりを希望する人数や、みま
もりを希望する人の状況に応じて、みま
もり協力員の活動回数に変動が生じるの
で、コストの変動が見られる。28年度と
事業費の額は同じだが、みまもり協力員
の活動回数が増加したため、コスト減に
つながった。目標値も達成できた。

説明：全部委託による効率的な事業執行
に務めている。

効率性

4,293

2,165

東村山市 清瀬市 西東京市

1,914

4,329 4,779 12,349 100

4,075 2,161
財政健全経営計画

実行プラン
対象

30年度の方向性 縮小

450

達成度

☑
根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

行政
補完的

4262,170

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

（都）平成28年度東京都高齢社会対策区市町村包括補助事業要綱
（市）東久留米市乳酸飲料配付事業実施要綱

不安が解
消された
世帯の件
数(％)

2,164

小平市

387

説明：緊急援助体制が必要とされる65歳
以上の方に対するサービスは他に無く、
改善の余地は無い。申請該当者に引き続
き機器の設置をしていく。

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

小平市 東村山市

2,123

42 240

　制度改正の
余地がある 　

1 達成度

☑ 制度改正の
余地がある

効率性 3

説明：対象者の高齢化により、施設入所
及び認知症により、申請者数は減少して
いる。

説明：見守り事業としての要望は多い
が、介護サービス・配食サービス等の他
のサービス利用者は縮小していく方向で
ある。

404

390 22,941 100

効率性

外部評価

388

3

42

業務フローに改
善の余地がある

423 17,625

282 10,071

4,479 12,373

4,719 12,162

業務フローに改
善の余地がある

清瀬市 西東京市
目的
・

意図

対象

心臓疾患等緊急性のある持病
を持つ高齢者の不安を解消
し、緊急援助体制の確立をす
る。

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

全部
委託

一部
委託

指定
管理

自立生活への支援

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進 基本事業番号・名 08-03

08-03-01

福祉総務課
高齢者福祉係

緊急通報システム
事業

現状維持30年度の方向性

事業
内容
・

活動
手段

一人ぐらし65歳以上で市内に
在住し、慢性の心臓疾患等が
あり日常生活に支障のある者
等。

総合評価（課題・方向性）：対象者
は、東京消防庁方式に限られている。

申請による適合者に消防庁と
連動の緊通機器を貸与し、緊
急時に救急隊が自宅に急行し
安否確認をする。

利用者世
帯数(件)

63 360

08-03-02

福祉総務課
高齢者福祉係

26 364

63

26

24

17

28

不安が解
消された
世帯の件
数(％)

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

行政
補完的

上乗せ

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

（都）平成28年度東京都高齢社会対策区市町村包括補助事業要綱
（市）東久留米市緊急通報システム事業実施要綱

補助
金

対象

目的
・

意図 362

事業
内容
・

活動
手段

一人ぐらし65歳以上で市内に
在住（市の緊通利用者を除
く。）し、安否確認の手段が
必要と思われるもの。

一人ぐらし高齢者の不安を解
消し、継続的に安否確認を行
う。

乳酸飲料事業者に業務委託し
たうえで、申請適合者に週4
回乳酸を配布し、安否確認を
行う。

利用者数
(人)

上乗せ

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

乳酸飲料配布事業

横出し

 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

東村山市 清瀬市

東村山市 清瀬市

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

自立生活への支援

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進 基本事業番号・名 08-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

45 51

介護福祉課長
傳　智則

37

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 48

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

43

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

2 2

介護福祉課長
傳　智則

2.6

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 4

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

3

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

150 305

介護福祉課長
傳　智則

135

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 284

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（武蔵野市、青梅市 ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

27

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

8

介護福祉課長
傳　智則

8

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 9

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

8

2,198

1,094 548

横出し

対象

 直営
（委託無）

全部
委託

小平市 東村山市

一部
委託

指定
管理

補助
金

上乗せ

廃止予定
の有無

1,175

1,142549 0

588

目的
・

意図
清瀬市 西東京市

外部評価

効率性

79

89

4,395

現状維持

総合評価（課題・方向性）：在宅の要
生活支援高齢者の介護に必要な紙おむ
つの購入費の助成を行うことにより、
高齢者の保健衛生の向上と家族介護者
の負担の軽減を図れるため事業の必要
性は高い。しかしながら、市町村が地
域支援事業の任意事業として実施する
場合の国が示す考えとしては、給付の
上限設定を行う等、事業費が増大しな
いよう市町村に求めている。そのた
め、対象の拡大は市町村の財政負担が
大きくなることから困難である

説明：要介護4・5の認定者数が横ばいな
のに対し、施設介護サービス受給者が増
加したため、支給対象者数及びトータル
コストが微減となった

説明：「業務フロー」については、適正
に構築されていて改善の余地が見当たら
ない
「制度改正」については、制度が成熟し
ており改正の余地が見当たらない

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある 　　

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

介護保険地域支援事業におけ
る任意事業の「家族介護支援
事業」のうち介護用品（紙お
むつ）の支給に係る事業であ
り、対象者に対して月額
5,000円を支給

5,537 70,0891,099 549

30年度の方向性

2 達成度 3
5,851 65,742

5,549 74,986 －

1,1512,350 587 0

2,190

財政健全経営計画
実行プラン

事業
内容
・

活動
手段

介護にあたる家族の経済的負
担の軽減を図る

行政
補完的

該当

（国）介護保険法、地域支援事業実施要綱
（市）高齢者紙おむつ等購入費助成金支給事業運営要綱

その他

説明：義務的事業であることに加え、全
部委託による効率的な事業執行に努めて
いる。

総合評価（課題・方向性）：介護保険
被保険者が、地域で自立した日常生活
を送るための支援に必要な事業であ
る。介護給付費の削減を図り、介護保
険事業の安定化を図ることができる。
29年度の介護予防・日常生活支援総合
事業の開始に伴い、29年度より事業が
再編された。

効率性 5 達成度

30年度の方向性
制度改正の
余地がある

業務フローに改
善の余地がある

1

説明：昨年度よりも、事業費が減少した
ために、単位当たりコストが減少した。
成果指標は、前年度よりも減少したが、
目標値には届かなかった。

　 　

　30年度の方向性
制度改正の
余地がある

効率性 5

現状維持

説明：全部委託による効率的な事業執行
に努めている。

総合評価（課題・方向性）：居宅介護
支援を密にするためには必要な事業で
ある。介護予防・生活支援サービスの
対象者へのケアプラン作成業務等、地
域包括支援センターを補完する機能を
強化に努め、事業実施を行っていく。

達成度 1

説明：前年度より、活動指標が大幅に増
加したことから、効率性が上昇した。
一方、成果指標は昨年度より大きく件数
を下回ったため、目標値には届かなかっ
た。

業務フローに改
善の余地がある 　

08-03-05

介護福祉課
地域ケア係

包括的・継続的ケ
アマネジメント事
業

08-03-06

介護福祉課
地域ケア係

介護予防ケアマネ
ジメント事業

08-03-07

介護福祉課
地域ケア係

在宅介護支援セン
ター運営事業

紙おむつ等助成事
業
（給付費）

介護福祉課
介護サービス係

08-03-08

30年度の方向性 現状維持

14,997 1,363,364

業務フローに改
善の余地がある 　 　制度改正の

余地がある

達成度

総合評価（課題・方向性）：全ての事
業所を対象にケアプラン点検を実施す
ることで、過剰なサービス利用等をな
くし、給付費の適正化、効率化を図る
ことを目指している。平成２６年度よ
り、ケアプラン点検は開始している。
29年度は、主任介護支援専門員を中心
にケアプラン点検を行い、主任介護支
援専門員の技術力向上を図る予定。効率性 1

説明：トータルコスト及び活動指標の実
績値は前年度と変わりがなかったため、
単位当たりコストは前年度並みとなっ
た。
成果指標が見込みよりも下回ったため、
達成度が80％以下となった。

3

0 14,565 7,282,500

0

説明：義務的事業であることに加え、一
部委託による効率的な事業執行に努めて
いる。14,668 1,333,455 73

ケ ア プ ラ
ン 点 検 開
催 回 数
（回）

介護支援
専門員及
び事業所
への、技
術的支援
に携わっ
た回数
（回）

14,565

14,997
廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

654

80

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

646 323

対象

2,123

11

2 5,753

5,849 2,924

指定
管理

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止予定
の有無

補助
金

目的
・

意図

77365

該当

上乗せ 横出し

介 護 予 防
事 業 実 施
回 数
（回）

介護予防
事業の参
加者のう
ち、後に
状態が悪
化した人
が占める
割合
（％）

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

76

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

59 3,311

自主的
(条例・規則等)

467828 414

6951,308

小平市 東村山市

2,877

3,300 2,924

事業
内容
・

活動
手段

2,877 3,058

11

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

清瀬市 西東京市

終期

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

根拠
法令
等

（国）介護保険法第115条の45第１項

地域の介護支援専門員のケア
プラン作成の技術指導、サー
ビス担当者会議の開催支援等
を行う。

 直営
（委託無）

居宅介護支援事業所のケアマ
ネージャーのスキルアップを
図り、サービスの質の向上と
充実を目指す。

 (改正実施年度　　年度)

二次予防事業対象者が要介護
状態となることを予防するた
め、必要な支援を行う。

地域包括支援センターが行う
課題分析、介護予防ケアプラ
ンの作成、モニタリングを行
う。

特定高齢者が日常生活を自立
できるよう意欲を引き出し生
活を支援する。

市内の居宅介護支援事務所

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

行政
補完的

政策的
給付
事業

一部
委託

（国）介護保険法第115条の45

323 0 1,657 20,713

0414

0654

事業
内容
・

活動
手段 2,123

3,311 56,119

27,934

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

小平市 東村山市 清瀬市

2,890

一部
委託

横出し

外部評価

ケ ア プ ラ
ン 等 ケ ー
ス 件 数
（件）

居宅介護支援を実施するとと
もに要援護高齢者やその家族
に対して相談に応じる

要援護高齢者やその家族に対
して相談や各種福祉サービス
の利用調整を行う

相談件数
（件）

6,324 44

 直営
（委託無）

全部
委託

財政健全経営計画
実行プラン

対象

指定
管理

西東京市

707 3,865 3,865 606 4,471

補助
金

537

676

（市）在宅介護支援センター運営事業実施要綱
65歳以上の高齢者

事業
内容
・

活動
手段

廃止予定
の有無

上乗せ

全部
委託

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

3,3792,890

対象

74

紙おむつ
等購入費
助成金支
給対象者
数(人)

助成金を
受けて経
済的負担
の軽減が
図られた
割合
（％）

3,790 594

489

1,169

目的
・

意図

居宅において、常時紙おむつ
等を使用している要介護4･5
の高齢者

4,380

4,700

3,790

548 0

4,999

4,384 8,164

1,657

14,565

2,877 1035,753 2,877 3,058

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

自立生活への支援

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進 基本事業番号・名 08-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

35 －

介護福祉課長
傳　智則

33

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 55

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

60

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

2,500 2,780

介護福祉課長
傳　智則

2,227

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2,526

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2,981

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

71

介護福祉課長
傳　智則

71

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 77

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

69

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

20

介護福祉課長
傳　智則

20

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 47

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

78

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
　制度改正の

余地がある 　

7,399 3,769

支給を受
けて経済
的負担の
軽減が図
られた割
合（％）

08-03-12

業務フローに改
善の余地がある

根拠
法令
等 2,255 3,471

1,587

－

2,006

介護保険法の適用を受けない
サービスであるが、身体機能
を維持し、社会参加を促進す
るため

対象 外部評価

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

廃止予定
の有無

対象 外部評価

市包括支援センターにおい
て、福祉用具や住宅改修が必
要とされた場合に給付する。
財源は、東京都高齢者社会対
策区市町村包括補助事業に基
づき、実績額の２分の１が補
助される

日常生活に支障のある高齢者
に対し、福祉用具を支給する
ことで在宅での自立した生活
を確保する

事業
内容
・

活動
手段

6

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

10

介護福祉課
介護サービス係

通所入浴事業
（補助金）

08-03-11

0

根拠
法令
等

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

（都）高齢者社会対策区市町村包括補助事業実施要綱
（市）通所入浴事業補助金交付要綱

通所入浴
利用回数
(回)

7,021

小平市

介護福祉課
介護サービス係

高齢者自立支援事
業
（給付費）

（都）高齢者社会対策区市町村包括補助事業実施要綱
（市）高齢者自立支援日常生活用用具等給付事業実施要綱
（市）高齢者自立支援住宅改修給付事業実施要綱

支給件数
（件）

 (改正実施年度　　年度)

財政健全経営計画
実行プラン

6,472
対象者に通所入浴サービスを
提供している。利用回数は1
人当たり1週間につき１回と
し、補助金の額は１回3,500
円。東京都高齢者社会対策区
市町村包括補助事業に基づ
き、実績額の２分の１が補助
される

行政
補完的

政策的

東村山市 清瀬市 西東京市

11

目的
・

意図
小平市

該当

30年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：対象者が
少ないが、要支援状態を予防する上で
介護保険の補完的なサービスとして必
要な事業である。制度の周知について
受付時に配布するパンフレットに掲載
するなどしているが他の方法について
も引き続き検討していく

説明：「業務フロー」については、適正
に構築されていて改善の余地が見当たら
ない
「制度改正」については、制度が成熟し
ており改正の余地が見当たらない

効率性 3 達成度 3

説明：「自立」（非該当）と認定された
高齢者が21件から30件に増加したのに対
し、改修件数が減少したため単位当たり
コストが増加したが効率性は増加した

市内に住所を有する概ね65歳
以上の高齢者で要介護認定に
おいて「自立」（非該当）と
認定された高齢者

清瀬市

0

財政健全経営計画
実行プラン

5,394 539,400

578,500

0

東村山市

2,221

3,086 0 1,543 0 1,543 0 2,203 5,289 480,818

3,435 0

☑
総合評価（課題・方向性）：都の補助
事業を活用した効率的な運用に努めて
いるが、今後の方向性については、近
隣市状況や環境変化の視点から、制度
のあり方を検討していく必要はある

説明：単位当たりコストの変動は少な
く、安定した事業である

終期

1,849

事業
内容
・

活動
手段

上乗せ 横出し

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

3

　制度改正の
余地がある

業務フローに改
善の余地がある

効率性

説明：補助金形式により、業務フローは
効率的であり改善の余地は見当たらな
い。一方、近隣市のサービス提供状況
と、制度発足当時からの環境変化から、
制度を見直す余地が見込まれる

3,236 0

30年度の方向性 現状維持

3 達成度

総合評価（課題・方向性）：利用者
は、毎年漸減しているが、介護認定で
非該当となったものの、虚弱な高齢者
の生活を支えるためには、生活状況や
健康状態を把握出来る配食サービス
は、必要な事業である。一方、本事業
以外の配食事業も拡大してきており、
単価設定や利用に関する周知方法等に
ついて検証し、より効果的な利用に繋
げる方策を検討していく必要はある。

3 達成度 2

0

説明：トータルコストと活動指標ともに
下がったために、単位当たりコストは前
年度と同値となった。
前年度よりも成果指標が減少したため、
目標の達成は出来なかった。

　

30年度の方向性　

効率性 3

制度改正の
余地がある

1,963

1,361

現状維持

説明：全部委託により、業務フローは効
率的であり、改善の余地はない。義務的
事業であることから、制度改正の余地は
ない。

総合評価（課題・方向性）：利用者
は、毎年漸減しているが、介護認定で
非該当となったものの、虚弱な高齢者
の生活を支えるために、必要な事業で
ある。
平成29年4月スタートの介護予防・日
常生活支援総合事業に向けて、事業の
組み替え、統合を検討したが、引き続
き同内容で事業を実施していくことと
した。

達成度 3

前年度より、トータルコストと活動指標
共に減少したため、単位当たりコストの
変動は少なかった。
事業再編の可能性があった事から、平成
28年度の目標値を立てていなかったた
め、平成28年度の目標値は空欄となって
いる。

　業務フローに改
善の余地がある

効率性

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

説明：義務的事業であり、制度改正の余
地はない。業務フローも効率的である。
また、全部委託による業務で、効率化が
図られている。

344 618 962 4,276 #VALUE!

455

08-03-09

介護福祉課
地域ケア係

生活支援ホームヘ
ルプサービス事業

08-03-10

介護福祉課
地域ケア係

高齢者生活支援事
業（配食サービ
ス）

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

344

事業
内容
・

活動
手段

該当
生 活 支 援
ヘ ル パ ー
派 遣 時 間
（時間）

生活支援
ホームヘ
ルプ述べ
利用者数
（人）

225

298 817

全部
委託

553

配食サー
ビス事業
の述べ利
用者数
（人）

362 553 808

455 1,272 4,268

外部評価

12,371 658

利用者の
年間延べ
食数
（食）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

上乗せ

廃止予定
の有無

15,288 65324,659 1,728 13,560 808

(国）介護保険法、（市）生活支援ホームヘルプサービス事業運営要綱

日常生活を営む上で、不便や
不安を感じる高齢者に様々な
サービスを受けてもらう事で
健康と安心、また希望の抱け
る生活ができるよう支援す
る。

市内に住所を有する概ね65歳以
上で、加齢・虚弱・傷病等の理
由や社会的要因により日常生活
を営むのに支障がある者

自立支援会議において、対象
者が必要とするホームヘルプ
サービスを提供。横出し

目的
・

意図

 直営
（委託無）

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

日常生活を営む上で、不便や
不安を感じる高齢者に様々な
サービスを受けてもらう事で
健康と安心、また希望の抱け
る生活ができるよう支援す
る。

指定
管理

補助
金

事業
内容
・

活動
手段

廃止予定
の有無

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

自主的
(条例・規則等)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

一部
委託

財政健全経営計画
実行プラン

根拠
法令
等

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

介護保険法、（都）高齢者社会対策区市町村包括補助事業実施要綱、（市）配食サービス
事業運営要綱

要生活支援高齢者の自宅に、
市が委託した配食サービス事
業者が食事を届け、日常的な
生活状況や健康状態を把握す
るとともに、安否の確認と触
れ合いの機会を確保し、在宅
生活を支援する。

市内に住所を有する概ね65歳以上で、
加齢・虚弱・傷病等の理由や社会的要
因により日常生活を営むのに支障があ
る要生活支援高齢者

13,18921,273

80

1,491

5,8255,824

817

18,789 11,649

3,760

14,006 658

対象

7,008 3,790 －

市内に住所を有し、「居住環
境や道路事情」及び「経管栄
養や気管切開等」で訪問入浴
ができない要介護３～５の高
齢者

努力義務的
(法律・政令等)

16,096

11,698

722

0 3,236

7,545

6,871

3,173 0 1,586 0

3,761

通所入浴
を利用し
ている世
帯数(世
帯)

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
西東京市

1,216 0 608 0 608 0

536

0 3,436

3,511 0 5240 3,510

528

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

自立生活への支援

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進 基本事業番号・名 08-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

191 191

福祉総務課長
菅原　信

180

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 181

事業
形態

□ □ ■ □ □ ■ その他（助成金交付 ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

183

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

福祉総務課長
菅原　信

100

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（手当支給） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（日野、国立）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

福祉総務課長
菅原　信

100

補助
事業

■ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ ■ その他（入居審査 ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

福祉総務課長
菅原　信

93.7

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 94.8

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（東京都施行） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（新規整備は無 ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

95.8

東村山市

300

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

入居率
(％)

38

（国）高齢者の居住の安定確保に関する法律及び同施行規則
（国）平成28年度社会資本整備総合交付金交付要綱
（都）東京都高齢者向け優良賃貸住宅交付要項
（市）平成28年度東久留米市高齢者向け優良賃貸住宅補助金交付要綱

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

補助
金

総合評価（課題・方向性）：現行の生
活協力員制度は、都の制度のため市で
独自で変えられないため、現状の体制
を堅持する必要がある。
 平成29年5月より新規でシルバーピア
南町が開始予定。住込みの生活協力員
ではなく、通いでシルバー人材セン
ターに委託する。

説明：平成28年度より市の整備に着手。
平成29年5月に完成予定で、シルバーピア
を開始予定。平成27年度以前は人件費の
み。

総合評価（課題・方向性）：東京都の
整備の進捗とともに、平成29年5月か
らの入居開始に向けて、通勤型のワー
デンを中心とした管理体制の整備を実
施する。

財政健全経営計画
実行プラン

対象

（国）高齢者の居住の安定確保に関する法律及び同施行規則
（都）東京都シルバーピア事業運営要綱

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

1,421 321

300

外部評価

小平市

根拠
法令
等

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

対象

都営南町一丁目アパートの整
備に伴い、東京都に40戸（市
に優先枠２０戸）のシルバー
ピアを整備してもらい、市で
管理運営する。

高齢者の居住安定の確保のた
め、都営住宅の建替えに伴
い、住宅を確保する。

東京都シルバーピア事業の整
備基準により、65歳以上の高
齢者世話付住宅を整備する。

市で管理
している
戸数(件)

自主的
(条例・規則等)

目的
・

意図 191

終期

高齢者向け優良賃貸住宅とし
て認定を受けた、こもれび滝
山公園（27戸）、リベーレほ
んむら（19戸）に対する家賃
補助

公的住宅として、高齢者向け
住宅を確保することで、高齢
者のニーズに対応する。

都内在住3年以上の60歳以上
の高齢者

補助した
世帯数
(件)

事業
内容
・

活動
手段

37

対象

39

目的
・

意図

根拠
法令
等

清瀬市 西東京市

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

27

対象
ひとりぐらし65歳以上の高齢
者（非課税）で民間賃貸住宅
に居住している者。

申請による適合者に、年3回
（7，11，3月）の手当支給を
する。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

5,405

1,099

終期

（国）高齢者の居住の安定確保に関する法律及び同施行規則
（都）東京都シルバーピア事業運営要綱
（都）平成28年度東京都高齢社会対策区市町村包括補助事業交付要綱
（市）平成28年度東久留米市高齢者福祉住宅条例及び同施行規則
（市）平成28年東久留米市シルバーピア生活協力員家賃助成要綱

事業
内容
・

活動
手段

目的
・

意図

公的な高齢者世話付住宅を提
供することで、高齢者の住宅
ニーズに応えること。

9

9

9

配置でき
た生活協
力員数(世
帯)

5,416

横出し

根拠
法令
等

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

　

18,140

効率性

18,496 2,055,111

業務フローに改
善の余地がある 　

　
説明：市の要綱に基づく業務であり、改
善の余地は無い。今後は、生活協力員を
配置した管理体制を維持していく。

説明：南町都営の建替えに伴い、新規に
平成29年5月よりシルバーピア南町を開始
予定。

該当

1,050

1,012

上乗せ

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

252 12,483

1,070

5,332 180 11,972

（国）高齢者の居住の安定確保に関する法律及び同施行規則
（市）東久留米市ひとりぐらし高齢者住宅手当支給要綱

清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市

東村山市 清瀬市 西東京市

廃止予定
の有無

行政
補完的

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

目的
・

意図

該当

上乗せ 横出し

全部
委託

一部
委託

指定
管理

13,436 344,513

4,494 2,491

1,242 42,828

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

08-03-13

08-03-14

福祉総務課
高齢者福祉係

ひとり暮らし高齢
者住宅手当助成事
業

08-03-15

福祉総務課
高齢者福祉係

08-03-16

福祉総務課
高齢者福祉係

南町都営アパート
シルバーピア整備

高齢者向け優良賃
貸住宅家賃助成事
業

福祉総務課
高齢者福祉係

シルバーピア管理
事業

補助した
結果負担
の軽減が
図られた
割合
（％）

1,421

0

努力義務的
(法律・政令等)

終期

財政健全経営計画
実行プラン

東村山市小平市

191

191

清瀬市 西東京市

行政
補完的

入居世帯
数(世帯)

対象

生活協力員を配置し、団らん
室の管理、居住者の安否確認
を行う。

①市営シルバーピア・リベー
レほんむら居住者
②都営シルバーピア居住者

対象 外部評価

小平市

効率性

2,497

0

事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

300 1,571

3,203 246

説明：リベーレほんむらについては、旧
高齢者福祉住宅廃止後の整理の途上であ
り、なお、時間の経過が必要である。

総合評価（課題・方向性）：リベーレ
ほんむらについては、旧高齢者福祉住
宅廃止時からの整理を進め、事業縮小
していく。

3

2,491 3,044

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

説明：市の要綱に基づく事務であり、業
務フローに改善の余地は無い。市と認定
事業者との協定期間内で、引続いて制度
を維持していく。

300 1,571

指定
管理

補助
金

1 達成度

13,197 347,289

縮小

12,520 12,777 345,324 100

効率性 3 達成度 3

12,951

13,186

257

3,138 2504,849 2,541 2,658

　

説明：要綱に基づく事務であり、業務フ
ローに改善の余地は無い。今後市で策定
の整備計画に基づいて進めていく。

30年度の方向性

4,782 2,469

1,742 9,120 94

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

民間賃貸住宅の居住者の負担
軽減を図る。

事業
内容
・

活動
手段

支給した
結果、負
担の軽減
が図れた
割合(％)

説明：必要な事業対象者に限定できてお
り、業務フローに改善の余地は無い。

説明：市報、市ホームページ等で制度周
知に努めている。

1,061 125

1,120 122

効率性 3 達成度
受給者数
(人)

26

　

1,120

1,099 120

30年度の方向性 現状維持

1,061 1,186 45,615 100

3
1,219

総合評価（課題・方向性）：対象者は
既に絞れており、現状で推移してい
る。

45,148

29

制度改正の
余地がある

30年度の方向性 現状維持

17,936 19,006 2,111,778 94

19,190 2,132,222

3 達成度 3
17,484

業務フローに改
善の余地がある

180 12,340

制度改正の
余地がある

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

自立生活への支援

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進 基本事業番号・名 08-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

85 86

介護福祉課長
傳　智則

83

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 84

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成22年度）
増加を目
指す指標

85

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

6,122 6,242

介護福祉課長
傳　智則

6,122

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 6,242

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

5,240

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

0 0

介護福祉課長
傳　智則

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

0

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

20 －

介護福祉課長
傳　智則

24

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（小金井市、国分寺市）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

3
0 －

説明：平成28年度からの事業であるた
め、効率性・達成度共に算出されていな
い。

3 達成度

制度改正の
余地がある 　

介護予防・日常生活支援総合事業にお
ける通所型サービスＡにおいて活躍し
てもらうことを想定し、介護予防や守
秘義務等の知識を習得させるため。ま
た、通所介護事業所を地域の介護予防
拠点とする事も目的とする。

小平市 東村山市 清瀬市

0

0

30年度の方向性 現状維持

（都）元気高齢者地域活躍推進事業実施要綱、（市）元気高齢者地域活躍推進事業実施要
綱

32 3,815 3,815 222 4,037 126,156 #VALUE!

説明：自主的事業であるが、介護予防・
日常生活支援総合事業の開始に伴い、地
域での新たな介護予防の担い手の創出が
求められており、本事業の必要性は高
く、制度改正の余地はない。業務フロー
も、全部委託による業務で効率化を図っ
ている。

総合評価（課題・方向性）：平成28年
度は、24名が本事業に参加した。平成
29年度も引き続き事業を実施し、地域
で活躍する人材を育成していく。
平成28年度は、2クールで実施した
が、2クール目の募集では2クール目に
比べて研修生の応募が少なかった。そ
のため、事業周知にもより力を入れて
いきたい。

事業
内容
・

活動
手段

0 －

通所介護事業所にて、おおむ
ね６５歳以上の市民を研修生
として募集し、通所介護事業
所が、通所介護事業の終業後
の概ね１時間程度で主に座学
による養成講座を実施。養成
講座とは別に、日中の通所介
護事業実施時間中に、職場内
実習（ＯＪＴ）を実施。

研修生数
（人）

効率性

行政
補完的

外部評価

廃止予定
の有無

業務フローに改
善の余地がある 　

08-03-20

介護福祉課
地域ケア係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 65歳以上の高齢者

養成講座
開催回数
（回）

元気高齢者地域活
躍推進事業

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象

西東京市

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

79

108 216

補助
金

目的
・

意図

505,430

126

横出し

対象

8,509 4,255 4,800 4,255 21,648

介護予防
普及啓発
事業及び
一次・二
次予防事
業実施回
数（回）

#DIV/0!22 43

1,643 21,401

（都）高齢者を熱中症等から守る緊急対策実施要綱
７５歳以上の独居高齢者およ
び高齢者のみ世帯

137 27

933 49,1050 418

0 417 0

廃止予定
の有無

根拠
法令
等

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

13,146

外部評価

322,869

自主的
(条例・規則等)

目的
・

意図

ミニデイ
ホームに
参加した
延べ人数
(人)

19 0 417

6,5733,287 1,643

定期的な集まりへ参加するこ
とにより、近所の顔見知りを
増やし仲間づくりの機会とな
る他、住民相互の安否確認が
容易になる 0

財政健全経営計画
実行プラン

対象

28 80

58

事業
内容
・

活動
手段

夏季の熱中症危険度が増加し
たため、都の緊急対策によ
り、高齢者の健康を守る取り
組みとして実施

28

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

500

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

107 34,547

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　
説明：業務フローは効率的であり、改善
の余地はない。平成29年度からは、従前
の介護予防事業が、介護予防・日常生活
支援総合事業に再編される。

11,359 22,629 179,595 97

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

43,467

4,430 2,215 2,499

21,819

2,215 11,270

974180 932

16

事業
内容
・

活動
手段

（国）介護保険法、地域支援事業実施要綱、（市）介護保険条例

生活機能評価、二次予防事
業、介護予防普及啓発事業
（パンフレットの配布、講演
会の開催、筋力向上教室、認
知症予防教室等）、地域包括
支援センター運営委託事業

高齢者が要介護（支援）状態
になるのを防ぎ、また住み慣
れた地域で快適な生活を続け
ることを目的とする。

65歳以上の高齢者

要介護
（支援）
認定を受
けていな
い65歳以
上の高齢
者/65歳以
上の高齢
者の割合
（％）

86

財政健全経営計画
実行プラン

対象

17

補助団体
数(件)

西東京市

20

（都）高齢社会対策区市町村包括補助事業実施要綱
（市）ミニデイホーム支援事業補助金交付要綱

外部評価
財政健全経営計画

実行プラン
対象

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市

934 58,375 980 99

980

417 0

社会福祉協議会に登録した団
体が行うミニデイホームに対
し、補助金を交付することで
ミニデイホームの活動を支援
する。東京都高齢者社会対策
区市町村包括補助事業に基づ
き、実績額の２分の１が補助
される

市内に居住する６５歳以上の
高齢者

835

835

835 418

46,600

外部評価

5,000 58

08-03-19

介護福祉課
地域ケア係

高齢者を熱中症等
から守る緊急対策
事業

指定
管理

全部
委託

一部
委託

根拠
法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

自主的
(条例・規則等)

廃止予定
の有無

義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

政策的

08-03-17

介護福祉課
地域ケア係

介護保険地域支援
事業

30年度の方向性 拡大

総合評価（課題・方向性）：介護保険
被保険者の介護予防を推進するととも
に、要介護状態になっても、地域にお
いて日常生活を円滑に営むことが出来
るよう、支援している。介護予防・日
常生活支援総合事業の開始に伴い、従
前の一次・二次予防事業が一般介護予
防事業に再編され、平成29年度より新
たな介護予防教室等新事業を実施して
いく。

効率性 5

3

　30年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：熱中症を
予防する知識の普及啓発が定着してき
ている。熱中症対策として、啓発活動
の効果がある。熱中症にならないよ
う、予防の取り組みはとても重要であ
る。前年度の実績を考慮して、平成29
年度は事業規模を縮小するが、引き続
き事業継続していく。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

5

説明：高齢者への熱中症予防啓発は重要
であり、制度改正の余地はない。業務フ
ローも効率的である。

達成度効率性

説明：前年度よりも事業費が増加した一
方、活動指標も大きく増加したために、
単位当たりコストが減少した。
目標値と実績値が共に0のため、達成度は
中庸値の3となった。

達成度 3

説明：トータルコストが減少した一方、
活動指標は増加した事により、単位当た
りコストが減少した。
成果指標は、前年度とほぼ同水準であっ
た。

86

08-03-18

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

 直営
（委託無）

総合評価（課題・方向性）：高齢者が
身近な地域で暮らすために、地域の支
え合いの仕組みとして必要な事業であ
る

30年度の方向性 現状維持

効率性

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

2 達成度 3

説明：社会福祉協議会に登録している団
体数が減少傾向にあり、単位当たりコス
トが増加傾向にあるため、効率性が減少
した

説明：「業務フロー」については、適正
に構築されていて改善の余地が見当たら
ない
「制度改正」については、制度が成熟し
ており改正の余地が見当たらない

該当

上乗せ 横出し

介護福祉課
介護サービス係

ミニデイホーム支
援事業
（社会福祉協議会
補助金）

根拠
法令
等

80歳以上の１人暮らしの方を
対象とし、平成25年からは戸
別訪問は実施せず、民生委員
への協力要請と包括支援セン
ターや各地区センター等にお
いてパンフレット配布を行
う。

熱中症予
防啓発パ
ンフレッ
ト作成数
（部）

熱中症を
起因とす
る高齢者
相談、通
報の数
（件）

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

5,000 43 21

東久留米市


